
NPO法人オレンジデイSENGAWA調布
定款

第 1章 総 則

(名 称)

第 1条 この法人は、NPO法人オレンジデイSENGバWA口布という。

(事務所)

第 2条 この法人は、主たる事務所を東京都調布市仙川町―丁目9番地59K&Kビル201に

置く。

(目  的)

第 3条  この法人は、認知症、障害のある人、不登校の未成年など支援が必要な人に対して、
地域社会で活躍できる機会を提供する事業を行い、社会における認知症、障害のある人、不登校

の未成年に対する理解を増進し、もっと誰もが安心して暮らすことのできる共生社会の実現を図

ることで、住民福祉の向上、社会教育活動の推進、及び地域経済の活性化に寄与することを目的

とする。

(特定非営利活動の種類)

第4条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の各号に掲げる種類の特定非営利活動

を行う。

(1)保健、医療又は福祉の増進を図る活動

(2)社会教育の推進を図る活動

(3)経済活動の活性化を図る活動

(4)前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動

(事業の種類)

第 5条 この法人は、第3条の目的を達成するため、特定非営利活動に係る事業として、次
の事業を行う。

(1)認知症、障害のある人、不登校の未成年など支援が必要な人が従事できる事業の運営事業

(2)認知症、障害のある人、不登校の未成年など支援が必要な人が地域社会で活躍する機会を

創出するための社会教育事業

(3)その他目的を達成するために必要な事業

2 この法人は、次のその他の事業を行う。

(1)物品の販売事業

3 前項に掲げる事業は、第 1項に掲げる事業に支障がない限り行うものとし、その利益
は、第 1項に掲げる事業に充てるものとする。



第2章 会 員

(種 別)
第 6条 この法人の会員は、次の2種とし、正会員をもって特定非営利活動促進法 (以下

r法」という。)上の社員とする。

(1)正会員  この法人の目的に賛同して入会した個人及び団体

(2)賛助会員 この法人の目的に費同じ賛助するために入会した個人及び団体

(入 会)
第 7条 会員の入会について、特に条件は定めない。

2会員として入会しようとするものは、理事長が別に定める入会申込書により、

理事長に申し込むものとする。

3理事長は、前項の申し込みがあったとき、正当な理由がない限り、入会を認め

なければならない。

4理事長は、第 2項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書

面をもって本人にその旨を通知しなければならない。

(入会金及び会費)

第8条 会員は、総会において別に定める入会金及び会費を納入しなければならない。

(会員の資格の喪失)

第 9条 会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。

(1)退会届の提出をしたとき。

(2)本人が死亡し、若しくは失踪宣告を受け、又は会員である団体が消滅したとき。

(3)継続して 1年以上会費を滞納したとき。

(4)除名されたとき。

(退 会)
第10条1 会員は、理事長が別に定める退会届を理事長に提出して、任意に退会することが

できる。

(除 名)
第11条 会員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを除名するこ
とができる。

(1)この定款に違反したとき。

(2)この法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。



2 前項の規定により会員を除名しようとする場合は、議決の前に当該会員に弁明の機会
を与えなければならない。

第 3章 役 員

(種別及び定数)

第 12条 この法人に、次の役員を置く。

(1)理事 3人以上 7人以内

(2)監事  1人以上 2人以内
2 理事のうち 1人を理事長とし、 1人以上 2人以内を副理事長とする。

(選任等)

第13条 理事及び監事は、総会において選任する。
2 理事長及び副理事長は、理事の互選とする。
3 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは3親等以内の親族が
1人を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び3親等以内の親族が役員の総

数の3分の 1を超えて含まれることになってはならない。

4 法第20条各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることができない。
5 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねてはならない。

(職 務)

第 14条 理事長は、この法人を代表し、その業務を総理する。
2 理事長以外の理事は、法人の業務について、この法人を代表しない。
3 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故があるとき又は理事長が欠けたときは、

理事長があらかじめ指名した順序によって、その職務を代行する。

4 理事は、理事会を構成し、この定款の定め及び総会又は理事会の議決に基づき、この

法人の業務を執行する。

5 監事は、次に掲げる職務を行う。

(1)理事の業務執行の状況を監査すること。

(2)こ の法人の財産の状況を監査すること。

(3)前 2号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法

令若しくは定軟に違反する重大な事実があることを発見した場合には、これを総会又

は所轄庁に報告すること。

(4)前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること。

(5)理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を述べるこ

と。



(任期等)

第15条 役員の任期は、 2年とする。ただし、再任を妨げない。
2 補欠のため、又は増員により就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現任者の
任期の残存期間とする。

3 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行わ
なければならない。

(欠員補充)

第16条 理事又は監事のうち、その定数の3分の 1を超える者が欠けたときは、遅滞なく
これを補充しなければならない。

(解 任)
第17条 役員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを解任するこ

とができる。

(1)心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認められるとき。

(2)職務上の義務連反その他役員としてふさわしくない行為があったとき。

2 前項の規定により役員を解任しようとする場合は、議決の前に当該役員に弁明の機会

を与えなければならない。

(報酬等)

第18条 役員は、その総数の3分の ]以下の範囲内で報酬を受けることができる。
2 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。
3 前 2項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。

第4章 会 議

(種 別)

第 19条 この法人の会議は、総会及び理事会の2種とする。
2 総会は、通常総会及び臨時総会とする。

(総会の構成)

第20条 総会は、正会員をもって構成する。

(総会の権能)

第21条 総会は、以下の事項について議決する。

(1)定款の変更

(2)解散及び合併



(3)会員の除名

(→ 事業計画及び予算並びにその変更

(5)事業報告及び決算

(6)役員の選任及び解任

(7)役員の職務及び報酬

(8)入会金及び会費の額

(9)資産の管理の方法

(10)借入金 (その事業年度内の収益をもって償還する短期借入金を除く。第47条にお

いて同じ。)その他新たな義務の負担及び権利の放棄

(11)解散における残余財産の帰属

(12)事務局の組織及び運営

(13)その他運営に関する重要事項

(総会の開催)

第22条 通常総会は、毎年 1回開催する。
2 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。
(1)理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき。

(2)正会員総数の5分の 1以上から会議の目的を記載した書面により招集の請求があっ

たとき。

(3)監事が第14条第 5項第 4号の規定に基づいて招集するとき。

(総会の招集)

第23条 総会は、前条第 2項第 3号の場合を除いて、理事長が招集する。
2 理事長は、前条第 2項第 1号及び第 2号の規定による請求があったときは、その日か
ら30日以内に臨時総会を招集しなければならない。

3 総会を招集するときには、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面又は
電磁的方法により、開催の日の少なくとも5日前までに通知しなければならない。

(総会の議長)

第24条 総会の議長は、その総会に出席した正会員の中から選出する。

(総会の定足数)

第25条 総会は、正会員総数の 2分の 1以上の出席がなければ開会することはできない。

(総会の議決)

第26条 総会における議決事項は、第23条第 3項の規定によってあらかじめ通知した事項
とする.

2 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席した正会員の過半数をもって決



し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

3 理事又は正会員が、総会の目的である事項について提案した場合において、正会員全

員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の

社員総会の決議があったものとみなす。

(総会での表決権等)

第27条 各正会員の表決権は、平等なものとする。
2 やむを得ない理由により総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項に
ついて書面若しくは電磁的方法をもって表決し、又は他の正会員を代理人として表決を

委任することができる。

3 前項の規定により表決した正会員は、前2条及び次条第 1項の適用については、総会

に出席したものとみなす。

4 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加わるこ

とができない。

(総会の議事録)

第28条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。

(1)日時及び場所

(2)正会員総数及び出席者数 (書面若しくは電磁的方法による表決者又は表決委任者が

ある場合にあっては、その数を付記すること。)

(3)審議事項

“

)議事の経過の概要及び議決の結果

(5)議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及び総会において選任された議事録署名人 2人が、記名押印又は署

名しなければならない。

3 前 2項の規定にかかわらず、正会員全員が書面又は電磁的記録による同意の意思表示

をしたことにより、総会の決議があったとみなされた場合においては、次の事項を記載

した議事録を作成しなければならない。

(1)総会の決議があったものとみなされた事項の内容

(2)前号の事項の提案をした者の氏名又は名称

(3)総会の決議があったものとみなされた日及び正会員総数

(→ 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名

(理事会の構成)

第29条 理事会は、理事をもって構成する。

(理事会の権能)

第30条 理事会は、この定款に別に定める事項のほか、次の事項を議決する。



(1)総会に付議すべき事項

(2)総会の議決した事項の執行に関する事項

(3)その他総会の議決を要しない業務の執行に関する事項

(理事会の開催)

第31条 理事会は、次に掲げる場合に開催する。

(1)理事長が必要と認めたとき。

(2)理事総数の2分の 1以上から理事会の目的である事項を記載した書面により招集の

請求があったとき。

(理事会の招集)

第32条 理事会は、理事長が招集する。
2 理事長は、前条第 2号の規定による請求があったときは、その日から14日以内に理

事会を招集しなければならない。

3 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面又は

電磁的方法により、開催の日の少なくとも5日前までに通知しなければならない。

(理事会の議長)

第33条 理事会の議長は、理事長がこれにあたる。

(理事会の議決)

第34条 理事会における議決事項は、第32条第 3項の規定によってあらかじめ通知した事

項とする。

2 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。

(理事会での表決権等)

第35条 各理事の表決権は、平等なものとする。
2 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された事項に

ついて書面をもって表決することができる。

3 前項の規定により表決した理事は、前条及び次条第 1項の適用については、理事会に

出席したものとみなす。

4 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加わるこ

とができない。

(理事会の議事録)

第36条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならな

い。

(1)日 時及び場所

(2)理事総数、出席者数及び出席者氏名 (書面表決者にあっては、その旨を付記するこ

と。)



(3)審議事項

“

)議事の経過の概要及び議決の結果

(5)議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人2人が記名押
印又は署名しなければならない。

第 5章 資 産

(資産の構成)

第37条 この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。

(1)設立当初の財産目録に記載された資産

(2)入会金及び会費

(3)寄附金品

(4)財産から生じる収益

(5)事業に伴う収益

(6)その他の収益

(資産の区分)

第38条 この法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関する資産、その他の事業に関

する資産の 2種とする。

(資産の管理)

第39条 この法人の資産は、理事長が管理し、その方法は、総会の議決を経て、理事長が
別に定める。

第 6章 会 計

(会計の原則)

第40条 この法人の会計は、法第27条各号に掲げる原則に従って行わなければならない。

(会計の区分)

第41条 この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業会計、その他の事業会計の2種と
する。

(事業年度)

第42条 この法人の事業年度は、毎年6月 1日に始まり、翌年5月 31日に終わる。



(事業計画及び予算)

第43条 この法人の事業計画及びこれに伴う予算は、毎事業年度、理事長が作成し、総会
の議決を経なければならない。

(暫定予算)

第44条 前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、理事
長は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収益費用を講

じることができる。

2 前項の収益費用は、新たに成立した予算の収益費用とみなす。

(予算の追加及び更正)

第45条 予算成立後にやむを得ない事由が生じたときは、総会の議決を経て、既定予算の

追加又は更正をすることができる.

(事業報告及び決算)

第46条 この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等決算に関する書
類は、毎事業年度終了後、速やかに、理事長が作成し、監事の監査を受け、総会の議

決を経なければならない。

2 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。

(臨機の措置)

第47条 予算をもって定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担をし、
又は権利の放棄をしようとするときは、総会の議決を経なければならない。

第 7章 定款の変更、解散及び合併

(定款の変更)

第48条 この法人が定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の4分の 3以

上の多数による議決を経、かつ、法第25条第 3項に規定する事項については、所轄

庁の認証を得なければならない。

2 この法人の定款を変更 (前項の規定により所轄庁の認証を得なければならない事項を

除く。)したときは、所轄庁に届け出なければならない。

(解 散)

第49条  この法人は、次に掲げる事由により解散する。

(1)総会の決議

(2)目 的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能



(3)正会員の欠亡

“

)合併

(5)破産手続開始の決定

(6)所轄庁による設立の認証の取消し

2 前項第 1号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の4分の3以上の議

決を経なければならない。

3 第 1項第 2号の事由によりこの法人が解散するときは、所轄庁の認定を得なければな

らない。

(残余財産の帰属)

第50条 この法人が解散 (合併又は破産手続開始の決定による解散を除く。)したときに

残存する財産は、法第11条第 3項に掲げる者のうち、総会において議決したものに

譲渡するものとする。

(合 併)

第51条 この法人が合併しようとするときは、総会において正会員総数の4分の 3以上の

議決を経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない。

第8章 公告の方法
(公告の方法)

第52条 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載して行
う。ただし、法第28条の 2第 1項に規定する貸借対照表の公告については、 この法

人のホームページにおいて行う.

htpS://Orangeday¨ sengawa.tokyo/home

第9章 事務局

(事務局の設置)

第53条 この法人に、この法人の事務を処理するため、事務局を設置することができる。

2 事務局には、事務局長及び必要な職員を置くことができる。

(職員の任免)

第54条 事務局長及び職員の任免は、理事長が行う。

(組織及び運営)

第55条 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定

める。



第10章 雑 則

(細 則)

第56条 この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長がこれを定

める。

附 則
1 この定款は、この法人の成立の日から施行する。
2 この法人の設立当初の役員は、次のとおりとする。
理事長   漢那亜希子
副理事長  岩田結依
理 事   演田まりえ
監 事   舛谷英彰
3 この法人の設立当初の役員の任期は、第15条第 1項の規定にかかわらず、この法人の成
立の日から令和 9年 8月 31日までとする。

4 この法人の設立当初の事業年度は、第42条の規定にかかわらず、この法人の成立の日か
ら令和 9年 5月 31日 までとする。

5 この法人の設立当初の事業計画及び予算は、第43条の規定にかかわらず、設立総会の定
めるところによる。

6 この法人の設立当初の入会金及び会費は、第8条の規定にかかわらず、次に掲げる額と
する。

(1)入会金 正会員 (個人・団体)3,000円 賛助会員 (個人・団体) 0円
(2)年会費 正会員 (個人・団体)0円 賛助会員 (個人・団体)1口 50,000円

(1日以上)



書式第 1号 (法第 10条 。第23条関係)

設立・役員変更用

役 員 名 簿 (銀名級 確 員のうち欄 を受ける者の綱 )

特定非営利活動法人

NPO法人オレ22■ |

イ S E N GAVVA□布

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

日 以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)
日 各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

(フ リガナ)
報酬の有無
(どちらかにO)

役職名等役名
(どちらかに○〕 氏名

カンナアキコ
有 理事長監事

漢那 亜希子

イワタユイ
有 副理事長監事

岩田 結依
，

一

八マダマリエ
理事有

演田 まりえ
3

監事

マスヤヒデアキ
監事有

舛谷 英彰
4 理事

有・無理事・監事
ｒ
０

有 。無6 理事・監事

有・無7 理事 。監事

有・無8 理事・監事

有・無理事・監事
Ｑ

）

有・無10 理事・監事

■
■



書式第3号 (法第 10条・第25条関係)

設立・定款変更用

令和 8年度 事業計画書

NPO法人オレンジデイSENGAWA調 布
1 事業実施の方針

本法人は、認知症、障害のある人、不登校の未成年など支援が必要な人を支援の対象としてのみ捉え

るのではなく、地域社会を共に支える担い手として位置づけ、その活躍の機会を広げることを基本方針
とする。また、認知症、障害、不登校に対する理解の深化と共感の醸成に努め、誰もが尊厳を持って安

心して暮らせる共生社会の実現を目指す。これにより、住民福祉の向上、社会教育の推進、及び地域経

済の活性化に寄与する.

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業員の総費用 【 1“ 】千円)

場所
従事者
人数

受蚕
対象者
籠田

受蚕
対象者
人数

事業員
(千円)

足駅に記載
された
事業名

事業内容 日時

5～∞人
/1回あた
り

1∞千円

認知症、障害のあ
る人、不登校の未
成年など支援が必

要な人が従事でき
る事業の運営事業

注又 をまちが える

カフェの定期開催

踊

研
麒

て頂く
ヽ
実
¨
の
ヽ
ドリン
¨

フエの開
輸

」
が担当
。

知
人
年
な
ル
ツ
ン
い
飲
て
ス
カ
常
フ
会
務
フ

紀
ぁ
莉
ぼ
ホ．
善
叩
哺
離
”
た
ち
催
。”
助
。嫌
”

月1回第2

水曜日

うくらい

ま食堂

3～8人

※当事者
スタッ
フ、運営
スタッフ
合わせた
人数で
丸

当事者・

そのご家
族、一般
市民

露知症、障害のあ
る人、不登校の未
成年など支援が必

要な人が地域社会
で活目する機会を
創出するための社
会教育事業

社会福●L椰口会が
主催する福祉まつ
りに参加する。ま
た講演会などを開
催し、一般市民に
啓蒙活動を行う。

ドヽ
の
　
行
が
期
当
報
　
に
ン
に
し

は
て
ド
と
を
ち
定

広ヽ

ｏ外
べ
常
加

り
に

一
卜
売
ま
の
客
の
る
以
イ
を
参

つ
ス
フ
ウ
販
を

工
集
動
す
り
る
会
し

ま

一
と
ア
の
文
フ
の
活
と
つ
す
演
集

ｏ

祉
ブ
ク
ク
ズ
注
力
へ
の
的
ま
当
購
収
く

綿
晴
ル
″
力
しヽ
るヽ
離
漱
湘
制
機
い
蘭
ひ

毎年12月
土日

目布市役
所前、日
布駅前広
場

3～8人

※当事者
スタッ
フ、運営
スタッフ
合わせた
人数で
丸

一般市民
5～1∞人
ノ1回あた
り

“

千円

※ とは、 の る 不 の のことΠ



(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 1% 】千円)
定軟に記載
された

事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数
事業費
(千円)

物品の販売事業

注文をまちがえるカフェのグッズ

讐要蕉漢|ス
 トートパッグ、ノートなど)

月1回第2

水曜日
うくらい
ま食堂

3～5人 %千円

注文をまちがえるカフェのグッズ
(Tシャッ、トートパッグ、ノートなど)
オンライン販売

Z時間
365日

オンライ
ン

1人 ∞千円



書式第8号 (法第 10条・第25条関係)

設立・定款変更用

令和 9年度 事業計画書

■2_Ω法人五上22五ヱ_■□亜理型塑壺墟:
1 事業実施の方針

本法人は、認知症、障害のある人、不登校の未威年など支援が必要な人を支援の対象としてのみ捉え

るのではなく、地域社会を共に支える担い手として位口づけ、その活躍の議会を広げることを基本方針
とする。また、露知症、障害、不登校に対する理解の深化と共感の醸成に努め、誰もが尊厳を持って安

心して暮らせる共生社会の実現を目指す。これにより、住民福祉の向上、社会教育の推進、及び地域経

済の活性化に寄与する。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 1“ 】千円)

日時 場所
従事者
人数

受 蚕

轄鯛
糞蚕
対象者
人数

事業費
(千円)

足駅 に記軍
された
事業名

事業内容

月1回第2

水曜日
うくらい
ま食堂

3～8人

※当1嗜
スタッ
フ、運営
スタッフ
合わせた
人数で
■

当事者・

そのこ家
族、一般
市民

5～∞人
/1回あた
り

1∞千円

認知症、陣書のあ
る人、不登校の未
成年など支援が必
要な人が従事でき
る事業の運営事業

注 又 そ ま ちが え

カフェの定期開

※認知症、障害の
ある人、不登校の
未成年など支援が
必要な人の方に
ホール(注文、配膳)
やキッチン(食器洗

´

い のヽスタッフとし
て働いて頂く、実
際に飲食店を間借
りしての、ドリン
クとスイーツを提供
するカフェの目
催。常に運営ス
タッフがついて補
助。会計など複雑
な業務は運営ス
タッフが担当。

る

催

毎年12月
上日

目布市役
所前、日
布駅前広
場

3～8人

※当事者
スタッ
フ、運営
スタッフ
合わせた
人数で
■

一般市民
5～ 1∞人
/1回あた
り “

千円

認知症、障害のあ
る人、不登校の未
成年など支援が必
要な人が地域社会
で活躍する機会を
創出するための社
会教育事業

社会福祉協鳳会が
主催する福祉まつ
りに参加する.ま
た講演会などを開
催し、一般市民に
啓凛活動を行う。

※福祉まつりは、
出店ブースにてド
リンクとフードの
テイクアウトと

節都
胡当ヽ岨
。雑・や江屁

売
ま
の
客
の
る
以
イ
を
参

販
を

工
集
動
す
り
る
会
し

の
文
フ
の
活
と
つ
す
演
集

ｏ

ズ
注
力
へ
の
的
ま
当
講
収
く

力
しヽ
わヽ
離
漱
相
制
議
博
耐
「

※当 とは、 のある 不 のこと



(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 136 】千円)
定歌に記載
された

事業名
事業内容 日時 場所

従事者
人数
事業費
(千円)

物品の販売事業

注文をまちがえるカフェの
(Tシャツ、 トートパッグ、
店頭販売

グッズ
ノートなど)

月1回第2

水曜日
うくらい
ま食堂

3～5人 76千円

注文をまちがえるカフェの
(Tシャツ、トートパッグ、
オンライン販売

グツズ
ノートなど)

Z時間
365日

オンライ
ン

1`A、 ∞千円



書式第 10号 (法第 10条・第25条関係)

令和8年度 活動予算書 (その他事業が二登場合)
設立・定款変更用

NPO法人オレンジデイSENGAWA口布

特定非営利活動に係る事業 そφ他事彙

全  輌 小計・合計 奎  崚 小

"・

合計
合計科 目

120.000

0

]20.000 120.000

0

176.4(Ю

176.4(X, 176.4(XD

370.000
50.000

0

420,000 102.000 612.000

716.400

【A】 経 常 収 益

益 1,経

292.000

24000
0

36.(X〕D

0

14.4●●

22.てЮ0
59.∞0

156.000

200

ｍ
。
ｏ
。

4.800

124,000

136.0(XD156.(X,0

2●(XX)15.OOO

5.000

5.∞0

5.∞0

¨
。
鰤
。
。
。

10.000

10.000 25.00015.000

〕46.000

:BI燿 常 費 用

饉

545.400 46.(X,0暫
~雨
F7「¬
『

~露~爾

「
■スT■
~IB】~~rO

ICi経 常 外 収 益

経 常 外 収 計

〔D】 経 常 外 費 用

饉 常 外 費 用
OO雪

~両~頂~市~可
「可「
~薫~百~薫
TT~師丁

~~「
丁Tの

46.∞Ю饉 理 区
~~分~蜃~詈

薇 ・TO
0 591.40D

70.000

551.393
1.072.793

覆
~引~而~画~爾~正~薫

¬財 産 増 滅 重 0+②+O… ・④

次

1 受取会■
■会員受取会贅

贅助会員受取会彙

2 受取t"金
受取書附金

鮨餃尋受入尋優査

受取補助全

|

19神
|

4事 業収益
B知症、●書のある人、不●校の末成年など支●力t●要な人が従事できる事業の■雪●彙
口如症、口書のある人、不奎校●未減年など支■力(●晏な人が地域社会で活目する●会を劇出するための社会敏青

"そ●鮨目的を違咸するためにあ要な事彙

場品の販売事業

5そ ¨ ●収益
受取利息

始科手当

夜員報酬

退職お付費用

福利厚生費

会饉彙

旅費交通費

施設寺評価■月

地代象賃

運搬■

水迪光無費

印刷製本費

仕入れ費

腱費‖

薔理■

役員颯耐

綸料手当

ユ嗜給付費用

櫃利厚生費

(])

(2)そ の他経費
消耗品費

水■光策費

通信童燎賣

地代家贅

旅費交通費

滅価償却費

腱計

|■ 月 計

固定資産売●益

■年度i益修正益

固定資産売知■

災曹損失

過年度颯益
=工
n

法人蜃、住民■及び,■0 ・・
“
D

設立時晨越正味財産● ・・・0
遇 正 嗅 財 E口 0-0+0

|       l  192.0(X,
|―
― ― ― ― ― ― ―

‐
ヤ
ーー ー ー ー

~― ― ―

|       |

匡
==E==

1 90a400
に~~~~~~

「

~~~
|

1  292.000

「

~~~
l

「

~~~~丁
¬¬雨面 1  317.(Ю 0

「

葛軒童が
I    I

一　

一

一　

一

一　

一

一　

一

一

一

「

~~~

L____上 三望」」

|~~~¬



●式第 10■ (法第 10条・第 25条目係 )

令和9年度 活動予諄書 (その他事業が農登場合)
NPO法人オレンジデイSENGAW^眸●

(単位 :円 )

特定非言利活動に

“

る●■ その他事業

金  晨 小,・ 合計 ′
・ ,|■91‖

:Al■ 常 収 薔

経 常 収 益
=|

∞αЮ ∞ (XX

]7●《Ю ,76400

370.000

“

αЮ

420000 102.000 612.000

0 0

0

656.4(:ID 192.000 848.4α )

〔B】 饉 常 ロ ロ

饉 お ■ 鳳 ‖

0

0

0

0

0

2●∝Ю

0

36m

14400

22000

59.Oα

156.000

72∝

4ユЮ

]24000

36.000

0

292.0((

〕

“

αЮ 136.Oα , 292.000

0

5.∞0

5 Cκ X,

5.CCO

5,つ

0

ユOЮ0

0

,0.∝Ю 25.α)0

100(Ю 26.000

,71.OЮ0 317.000

当 日 饉 8● ■ 口 :Al― 【Bl… 0 531.4(メ)

iCl彙 簿 外 瞑 む

経 常 外 収 菫 訃

【Dl饉 曽 外 瞼 層

饉 宙 外 資 月 ,,

当 籠 饉 ,外 ● ■ ● :Cl― :0:… つ

● 理 区 分 饉 ● ● ・―O 46.0(Ю

税 引 腱 当 日 正 曝 麟 産 ■ ■ 0+② +0・ ・・0

次

531●00

70000

l

:

l眩い
|

日匈症.Ⅲ■のある人.不壼使の来咸年など,■が必要な人が■●できる●●の選8事彙

受取刊息

日知症 .

受取会ロ

エ会員受取会彙

贅助全員受取会■

受取■●全

●ョ0,入
「
●菫

,1lt●」崚●

受取
"勁
金

その0目的を菫咸するために●■な●彙

●品のに
"…

|

口定■●売コn

災■●失



書式第6号 (法第 10条関係)
設立用

NPO法人オレンジデイSENGAWA調 布 設立趣旨書

現代の日本では、高齢化の進展や地域社会の変化、生活環境の多様化などにより、障害のある人や口知症の

人、不登校やひきこもりの子ども・若者など、さまざまな事情から支援を必要とする人が増えています。しか

し、多くの人が社会とのつながりを持ちにくく、自分らしく活■できる機会が十分に確保されていない現状があ

ります。また、本人だけでなく家族も孤立や不安を抱え、地域全体として支え合う仕組みづくりが求められてい

ます。

私たちは、―人ひとりが年齢や障害の有無、病気、生活環境にかかわらず、自分らしく役割を持ち、地域の中

で安心して暮らせる共生社会を実現したいと考えています.そのためには、支援を必要とする人を『支えられる
存在」としてだけではなく、その人が持つ力や可能性を活かし、地域社会の一員として活躍できる環境をつくる
ことが重要であると考えています。

その実現のため、私たちは r注文をまちがえるカフェオレンジデイSENGAWん の運営をはじめ、交流や就
労体験、社会参加の機会づくりなど、誰もが気軽に集い、互いに支え合える居場所づくりを行います。障害のあ

る人や認知症の人、不登校やひきこもりの子ども。若者など、それぞれが自分らしく役割を持ち、地域の人々と

自然につながることで、多様性を認め合い、偏見や固定観念のない地域づくりを目指します。『違いを認め合

い、誰もが笑顔になれる場所をつくりたい」『支援が必要であっても活躍できる地域でありたい」「誰もが安心

して参加できる社会を広げたい」という思いを形にしていきます。

私たちはこれまで任意団体 (運営委員会)と して、「注文をまちがえるカフェオレンジデイSENGバWi知 を運
営してきました。日布ゆうあい福祉公社、地域包括支援センターつつじケ丘、調布市社会福祉協議会の協力を得

ながら、日知症当事者やポランテイアスタツフとともに、毎月1回、日布市内の店舗を借りて事業を実施してき

ました。この活動を通じて、地域住民の認知症への理解促進や、多様な人が安心して参加できる地域づくりに取

り組んできました.今後は、これまで培った経験を基盤として、障害のある人や不登校・ひきこもりの子ども・
若者など、支援を必要とするより幅広い人々へ活動を展開していきます。

この活動を継続的かつ安定的に進めていくためには、資金や寄付の目達、各種契約の締結、そして社会的な信

頼の確保が不可欠です。任意団体としての活動には限界があるため、法人格を取得し、組織としての責任と信用

を確立する必要があると判断いたしました。私たちの活動は営利を目的とするものではなく、地域福祉の向上と

社会課題の解決を目的とするものであることから、非営利で社会貢献を主軸とした法人格であるNPO法人が最も
適していると考え、このたび法人を設立することといたしました。

【申請に至るまでの経過】
令和4年 7月 注文をまちがえるカフェオレンジデイSENGバWIIA運営委員会発足
令和5年 3月 第 1回の注文をまちがえるカフェ事業を実施
令和7年 7月  NPO法人オレンジデイSENGAWA日 布の設立を有志にて確認
令和8年 8月  NPO法人オレンジデイSENGAWA目 布の設立総会

令和8年  8月 1日

設立代表者  漢那 亜希子




